
※1≪成果指標の達成度≫ 目標値に対する進捗状況に応じて｢a｣～｢e｣の5段階で評価

　a／100%以上、b／80%以上100%未満、ｃ／60%以上80%未満、d／40%以上60%未満、e／40%未満

コード

名 称
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コード
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H23決算額

H24決算額

H25予算額

比 率

(事業費)

指 標 名

計 画

(H24年度)

実 績

(H24年度)

達成度

※1

目標値

(H28年度)

評 価

優先度

が高い

施策

今 後 の 施 策 展 開 （考 え 方）

328,439 0.2 民生委員・児童委員数

810人 810人

b

850人

306,191 0.1

社会福祉センター、多世代交流プラザ、

活き活きプラザ潮騒の利用者数

120,000人 114,280人

b

120,000人

(H24年度)

307,652

307,652307,652

307,652 0.1 大分市丹生温泉の利用者数

42,000人 36,272人

b

42,000人

(H24年度)

介護老人福祉施設整備数

290箇所 290箇所

b

300箇所

(H25年度）

介護老人福祉施設整備数

1,370床 1,370床

b

1,428床

(H26年度）

介護老人保健施設整備数

1,206床 1,177床

b

1,235床

(H26年度）

グループホーム施設整備数

502床 502床

b

538床

入所施設利用者全体に対するよう介護度

4、5の割合

70.0% 68.4%

b

70.0%

障がい者福祉施設

3か所 3か所

a

3か所

就労移行支援事業対象者数

98人 115人

b

123人

就労継続支援(Ａ型)事業対象者数

136人 193人

a

176人

就労継続支援(Ｂ型)事業対象者数

610人 703人

a

672人

(H26年度）

居宅介護利用者数

651人 646人

b

707人

(H26年度）

手話奉仕員養成数(累積)

270人 254人

b

290人

(H26年度）

自立支援(機能訓練)の利用者数

16人 17人

b

18人

自立支援(生活訓練)の利用者数

94人 57人

d

129人

定員拡大人数　施設整備によって拡大し

た保育所の定員数

150人 150人

b

160人

(H25年度）

実施箇所　延長保育実施保育所数

46人 43人

b

47人

(H26年度）

実施箇所　一時預り実施保育所数

8施設 8施設

b

10施設

(H26年度）

対象施設数　認可外補助金交付施設数

45か所 48か所

a

45か所

(単年度)

団体数　地域コミュニティ補助金交付団

体数

8団体 16団体

a

8団体

(H26年度）

認可保育所(園)の一時預かり定員数

(累積)

60人 60人

b

70人

こどもルーム施設数(累積)

10か所 10か所

b

11か所

(H26年度)

大分市子育て支援サイトSNS会員数

1,000人 1,332人

a

1,300人

認可保育所定員数

6,450人 6,416人

b

6,616人

73,014,436 39.9

国民健康保険保健指導訪問事業

(要指導者訪問延べ人数)

750人 637人

b

750人

75,508,294 36.4

国民健康保険加入者一人当たり医療費の

対前年度増加率(老人保健対象者を除く)

の過去４年間の平均

― 2.18%

a

2.94％

80,721,990

80,721,99080,721,990

80,721,990 38.2 福祉保健

生活保護受給者就労支援事業

／就労した人の数(累積)

906人 984人

c

1,300人

(H17～28年度

の累計)

・社会福祉協議会運営補助

・多世代交流プラザ等運営事業

・ホルトホール大分運営事業

　（総合社会福祉保健センター）

・第3期大分市地域福祉計画推進

　事業

市民

１．政策・施策評価表１．政策・施策評価表１．政策・施策評価表１．政策・施策評価表

内　部　評　価

・介護保険事業

・高齢者ワンコインバス事業

・生きがい対応デイサービス事業

・長寿祝金支給事業

・軽費老人ホーム事務費補助事業

・生活支援ハウス運営事業

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

　晩婚化、非婚化、また仕事と子育てを両立する環境整備の遅

れなどから少子化が進んでおり、保育所の整備や延長保育の実

施、児童育成クラブ事業、児童福祉施設整備事業など、子育て

環境の整備が強く求められている。また、子ども虐待において

は相談を待つだけでなく、行政側からの積極的な働きかけな

ど、さらに子育てを支援する施策の推進が必要である。

　今後は、行政や地域、関係団体等が一体となり、地域社会全

体で子育てを支援する体制を構築し、保健・福祉・教育など、

あらゆる分野で子育て家庭への支援を充実させていくととも

に、要保護児童等に対するきめ細やかな支援が必要である。

　高齢化が進み、介護保険制度においては、サービス利用の大

幅な伸びにより費用が増大しており、必要な時に必要なサービ

スが受けられるよう適正な給付と負担による運営を進める必要

がある。

　今後も、施策の成果や課題を検証するとともに、地域や関係

機関と一体となって、介護予防や認知症高齢者支援対策等を推

進していくことが重要である。
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04

0404

04

社会保障制度

社会保障制度社会保障制度

社会保障制度

の充実

の充実の充実

の充実

社

会

福

祉

の

充

実

01

02

0202

02

児童・母子福祉

児童・母子福祉児童・母子福祉

児童・母子福祉

の充実

の充実の充実

の充実

05

0505

05

01

0101

01 地域福祉の推進

地域福祉の推進地域福祉の推進

地域福祉の推進

福祉保健

03

0303

03

10,804,737

10,804,73710,804,737

10,804,737

9,532,348

基本政策

（部・大事

業）

政　策

（章・中事業）

施　策（節）

部局名

事　業　費 成  果  指  標

主な事業

高齢者福祉の充実

高齢者福祉の充実高齢者福祉の充実

高齢者福祉の充実

障がい者(児)福祉

障がい者(児)福祉障がい者(児)福祉

障がい者(児)福祉

の充実

の充実の充実

の充実

福祉保健

福祉保健

・児童福祉施設整備事業

・ひとり親家庭等医療費助成事業

・子ども医療費助成事業

・私立認可保育所運営補助金

・保育所分園推進事業

・家庭的保育事業

・子育て交流センター運営事業

・児童育成クラブ事業

・児童手当給付事業

・生活保護事業

・国民健康保険事業

・国民年金事業

・後期高齢者医療事業

・一般被保険者療養給付費

　ノーマライゼーションの理念のもと、障がいの有無にかかわ

らず、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせるまちづくりが

求められている。

　今後も、障がい者の自立と社会参加の実現を図るため、バリ

アフリーによるまちづくりを進めるとともに、社会福祉協議会

や民生委員児童委員、自治会等と連携を図りながら、地域のコ

ミュニティ活動の活性化や障がい者の社会参加などを進めてい

くことが必要である。

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

　生活保護事業は長引く景気低迷や雇用情勢の悪化、高齢化と

単身世帯の増加等により、今後も受給者の増加が予想され、本

市においても就労支援等、自立の助長を図る取組の推進など、

これまで以上に制度の適正な実施に努めていく必要がある。ま

た、国民健康保険事業については、24年度は黒字となったもの

の、近年は赤字財政が続いていることから、国保財政健全化の

ため、収納率向上対策や医療費適正化対策等に取り組むことが

重要である。

○

○○

○

　都市化の進展や少子高齢化、ライフスタイルの多様化などに

伴い単身世帯や核家族が増加し、相互扶助機能の低下や地域コ

ミュニティの希薄化が進んでいる。そのため、こうした社会的

課題に的確に対応し、市民が地域や家庭等で安心して暮らして

いける地域福祉政策の充実が求められている。今後は、ホルト

ホール大分内に福祉活動の拠点として設置した「総合社会福祉

保健センター」を核に、社会福祉協議会や自治会、民生委員児

童委員などと連携を強め、地域福祉の増進を図っていく必要が

ある。

9,607,232 5.3

18,553,002

19,479,958

19,479,95819,479,958

19,479,958

8.9

9.2

4.6

福祉保健

17.5

・障がい者自立支援事業

・障がい児通所支援事業

・障がい者福祉施設整備事業

・福祉タクシー助成金

・障がい者医療助成事業

・障がい者福祉手当給付事業

17.7

16.6

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

32,399,441

5.1

8,437,195 4.6

34,524,595

37,009,393

37,009,39337,009,393

37,009,393

5

55

5



※1≪成果指標の達成度≫ 目標値に対する進捗状況に応じて｢a｣～｢e｣の5段階で評価

　a／100%以上、b／80%以上100%未満、ｃ／60%以上80%未満、d／40%以上60%未満、e／40%未満

コード

名 称

（略称）

コード

名 称

（略称）

コード

名 称（略称）

H23決算額

H24決算額

H25予算額

比 率

(事業費)

指 標 名

計 画

(H24年度)

実 績

(H24年度)

達成度

※1

目標値

(H28年度)

評 価

優先度

が高い

施策

今 後 の 施 策 展 開 （考 え 方）

内　部　評　価

基本政策

（部・大事

業）

政　策

（章・中事業）

施　策（節）

部局名

事　業　費 成  果  指  標

主な事業

食生活改善推進員養成講座修了者数

(累積)

416人 414人

b

500人

大分市健康推進員総数(委嘱数)

640人 635人

b

685人

３歳児健診でのむし歯保有率

25% 21.5%

b

20％

(H26年度)

ＭＲワクチンの1期(生後12～24月)接種

割合

95% 95.5%

a

95%

ＭＲワクチンの2期(小学校就学前１年間)

の接種割合

95% 91.7%

b

95%

医療監視実施率

100% 100%

a

100%

(単年度)

監視実施率(毒劇)

100% 100%

a

100%

(単年度)

救急救命センター受入数(入院･外来患者

延数)

入院5,402

外来11,378

入院5,576

外来10,289

b

入院5,550

外来11,690

小児慢性特定疾患 給付人数

498人 498人

a

498人

(単年度)

未熟児養育医療 給付人数

175人 175人

a

175人

(単年度)

37,611 0.0 人権啓発研修会等への講師派遣回数

139回 146回

b

150回

41,569 0.0 人権啓発研修会等への参加者数

5,995人 5,992人

b

7,000人

53,274

53,27453,274

53,274 0.0 地区公民館人権啓発掲示板設置数

9館 9館

c

12館

1,477 0.0 審議会等の総員数に占める女性委員の割合

34.0% 33.0%

b

35.0%

1,884 0.0 男女共生講座・共生セミナーの開催回数

25回 25回

a

25回

(H26年度)

23,505

23,50523,505

23,505 0.0

協働のまちづくり大賞応募件数

※目標値(H28年度)はH23･24年度実績を踏まえ設定

47件

(H23年度実績)

18件

b

20件

地域づくり交付金モデル事業実施校区数

※モデル校区設定数(H25、26年度に事業実施)

5校区 5校区

a

5校区

(H25年度)

ご近所の底力再生事業助成金申請率

85% 84.99%

b

88%

大分市人材バンク登録件数

635件 676件

a

650

6,696 0.0 消費者啓発講座の開催数

50回 48回

b

50回

7,789 0.0 適正計量指導事業所数(立入検査店舗数)

142回 142回

a

142回

(H25年度)

24,949

24,94924,949

24,949 0.0

126,633,492 69.3

141,101,496 67.9

151,175,830

151,175,830151,175,830

151,175,830 71.6

・男女共同参画啓発事業

・(仮称)男女共同参画センター

　整備事業

0.2

0.2

0.2

0.1

0.2

　地方分権の進展により、地域の特性に合ったまちづくりが進

められるようになっている。一方、市民ニーズやライフスタイ

ルの多様化、コミュニティの希薄化が進んでおり、地域におけ

る自治会活動等への無関心や相互扶助機能の低下などの課題が

健在化している。こうした課題を解決するためには、これまで

以上に市民と行政との信頼関係を高め、地域づくりの役割を分

担しながら市民一人ひとりが安心して誇りを持って暮らせる地

域社会の構築が重要である。特に、地域における「人材」、つ

まりリーダーの養成や地域活動の新たな担い手の掘り起こしを

通して地域力の向上を図っていく必要がある。今後も、地域コ

ミュニティの再生を促し、地域活動の一層の活性化を図るため

には、積極的な市民参加の促進はもとより、市民をサポートす

る仕組みづくりをさらに深化させる必要がある。

Ａ

ＡＡ

Ａ

順調に施策

を展開して

いる

　消費者を取り巻く環境は、複雑多様化しており、消費者トラ

ブルに関する相談も多岐にわたっている。とりわけインター

ネットでのトラブルや多重債務に関する相談が増えており、健

全な消費生活の実現のためには、相談員のスキルアップ、研修

体制の強化、国・県等の他機関との連携による悪質事業者から

の消費者被害の抑制や消費者の自立支援をより効果的・効率的

に行う必要がある。

　急病や事故による救急車の出場回数や、休日・夜間の救急医

療利用者数が増加するなど、救急医療体制への市民ニーズが高

くなる中で、小児科をはじめとする医療従事者の負担は増加し

ている。

　今後も、緊急性がない救急車の呼び出しやコンビニ受診を防

止するなど、適正受診に向けた普及啓発が必要である。

Ｃ

ＣＣ

Ｃ

施策展開に

おける改善

が必要

Ａ

ＡＡ

Ａ

順調に施策

を展開して

いる

　人権尊重社会の形成に向け、関係機関との連携を図る中で、

すべての人々の人権が尊重され、相互に共存しうる平和で豊か

な社会を実現するためには、人権教育・啓発の果たす役割が

益々重要となっている。また、情報通信技術の進展に伴い、イ

ンターネットを介した人権侵害など新たな問題が生じてきてい

る。今後も、市民一人ひとりの人権尊重の精神の涵養につなが

る施策の充実を図るため、人権・同和問題に関する研修や普及

啓発活動等をさらに充実させていくことが必要である。

Ａ

ＡＡ

Ａ

順調に施策

を展開して

いる

Ｃ

ＣＣ

Ｃ

施策展開に

おける改善

が必要

　未だに社会における慣行などの中には、女性に対する差別や

性別による固定的な役割分担意識が存在している。家庭や地

域、職場などで男女が互いに相手を尊重し、個性や能力を十分

に発揮でき、支え合う男女共同参画社会の実現を目指すため、

市民、企業を対象にした男女共生講座、共生セミナー開催回数

の増など情報提供及び啓発事業の拡大を図っていくことが必要

である。
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1.02,073,743

2,073,7432,073,743

2,073,743

小　計（H24決算額）

小　計（H25予算額）

07

0707

07

06

0606

06

2,015,210

福祉保健

・大分市小児夜間急患センター

  運営支援事業

・救急医療対策事業

・小児慢性特定疾患対策事業

・未熟児養育医療給付事業

企画

・消費生活センター管理運営事業

・消費生活啓発事業

健康づくりの推進

健康づくりの推進健康づくりの推進

健康づくりの推進

福祉保健1.0

Ａ

ＡＡ

Ａ

順調に施策

を展開して

いる

　高齢化の進展や食生活の変化などにより、がん、心臓病、脳

卒中、糖尿病等の生活習慣病やうつ病等の患者が増加してお

り、健康な生活を求める市民意識は高まりをみせている。

　今後も、健康増進や発病予防の観点から健康に関する市民

ニーズの多様化に対応し受診機会や受診内容の充実を図るとと

もに、身近な地域での健康づくり運動をさらに広げる必要があ

る。そのためには運動や食育など、全市民が一体となって健康

づくりに取組むことができる環境づくりが必要なことから、積

極的に推進していかなければならない。

05

地域コミュニティの

地域コミュニティの地域コミュニティの

地域コミュニティの

再生

再生再生

再生

09

0909

09

男女共同参画社会

男女共同参画社会男女共同参画社会

男女共同参画社会

の実現

の実現の実現

の実現

健

全

な

消

費

生

活

の

実

現

08

0808

08

地域医療体制

地域医療体制地域医療体制

地域医療体制

の充実

の充実の充実

の充実

人権・同和対策

人権・同和対策人権・同和対策

人権・同和対策

の推進

の推進の推進

の推進

10

1010

10

地

域

コ

ミ

ュ

ニ

テ

ィ

の

再

生

11

1111

11

○

○○

○

健全な消費生活

健全な消費生活健全な消費生活

健全な消費生活

の実現

の実現の実現

の実現

小　計（H23決算額）

2,126,693 1.2

・健康推進員地域活動事業

・健康づくり推進事業

・地域で健康づくり研修会開催

  事業

・各種健康診査事業

・各種予防接種事業

・慢性腎臓病対策推進事業

福祉保健

市民

市民

市民

商工農政

・市民協働推進事業

 （自治会サポートプラン）

・ご近所の底力再生事業

・地域まちづくり活性化事業

・頑張る集落たすくる隊事業

・人権啓発事業

・旭町文化センター運営事業

・人権啓発センター運営事業

348,972

354,827

325,300

255,787

275,503

275,503275,503

275,503

401,126

401,126401,126

401,126

0.1

○

○○

○

6

66

6



※1≪成果指標の達成度≫ 目標値に対する進捗状況に応じて｢a｣～｢e｣の5段階で評価

　a／100%以上、b／80%以上100%未満、ｃ／60%以上80%未満、d／40%以上60%未満、e／40%未満

コード

名 称

（略称）

コード

名 称

（略称）

コード

名 称（略称）

H23決算額

H24決算額

H25予算額

比 率

(事業費)

指 標 名

計 画

(H24年度)

実 績

(H24年度)

達成度

※1

目標値

(H28年度)

評 価

優先度

が高い

施策

今 後 の 施 策 展 開 （考 え 方）

内　部　評　価

基本政策

（部・大事

業）

政　策

（章・中事業）

施　策（節）

部局名

事　業　費 成  果  指  標

主な事業

地区人権教育(尊重)推進協議会の学習会

の参加者数

5,163人 5,961人

b

6000人

大分市人権・同和教育推進連絡協議会

加入団体数

91団体 91団体

b

105団体

あいさつＯＩＴＡ＋１運動広め隊団体数

150団体 315団体

b

350団体

おおいたふれあい学びの広場推進事業の

校区数

15校区 17校区

d

30校区

市民 生涯学習指導者の登録者数

340人 357人

b

400人

企画 地区公民館年間利用者数

1,150,000人

977,626人

b

1,150,000人

80,681 0.0 児童生徒のボランティア活動参加率

95.0% 90.5%

b

95.0%

76,587 0.0 情報モラル教育の実施校

100% 100%

a

100%

82,735

82,73582,735

82,735 0.0

少年自然の家主催事業の定員に対する

参加率

100% 64.3%

c

100%

コンパルホール施設利用者数 613,000人 618,726人

b

683,000人

能楽堂利用者数

30,000人 34,006人

a

30,000人

宇曽山荘利用者数

21,200人 22,132人

a

21,200人

美術館施設利用者数(H24～28年度平均値)

500,000人

※単年度

593,452人

※単年度

a

260,000人

アートプラザ利用者数 173,000人 173,401人

b

175,000人

大友氏遺跡体験学習館利用者数

10,000人 11,127人

a

10,000人

歴史資料館利用者数

44,000人 43,025人

b

45,000人

伝統文化財調査報告書刊行(累積)

13冊(全地区)

13冊

a

13冊

100%

100%

7校区

c

10校区

960人 1,263人

a

１,000人

86%

b

学校施設の耐震化率(小中学校)

小中一貫教育モデル校等の指定数

学校における外部人材の延べ活用人数

86.0%

7校区

86.0%

b

02

6,640,950

教育

委員会

6,628,887

6,628,8876,628,887

6,628,887

思

い

や

る

豊

か

な

心

と

生

き

が

い

を

は

ぐ

く

む

ま

ち

づ

く

り

（

教

育

・

文

化

の

振

興

）

・ホルトホール大分管理事業

・ホームタウン推進事業

・おおいた夢色音楽祭

  プロジェクト

・大友氏遺跡関連事業

・大友プロモーション事業

・美術館管理運営事業

　ゆとりと心の豊かさを求める成熟社会へと流れが進む中で、

精神的なうるおいとやすらぎを求める傾向が強まっており、優

れた芸術文化に触れる機会の拡大や市民自らが参画する文化活

動の場の創出、情報提供などが求められている。

　今後も、企画展などを通し、優れた芸術を鑑賞する機会の提

供に努めるとともに、市内の文化活動団体との連携を図る必要

がある。

　また、文化財関連においては、郷土の歴史や文化を生かした

個性と魅力あるまちづくりに取組む中で、大友宗麟を全国にア

ピールしていく必要がある。

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

14

1414

14

06

個性豊かな文化の

個性豊かな文化の個性豊かな文化の

個性豊かな文化の

創造と発信

創造と発信創造と発信

創造と発信

07

新体力テストで全国平均以上の種目の割合

50% 13%

　いじめや不登校、子どもを狙った犯罪や児童虐待の増加等、

青少年が置かれている状況は憂慮すべき状況となっており、青

少年の健全な育成のためには、家庭や学校、地域、関係機関等

が相互に連携し、青少年を育んでいくことが必要である。今後

も、非行や不登校等の困難な課題を抱える青少年の立ち直りや

社会自立に向け、２５年度より配置しているスクールソーシャ

ルワーカーを活用しながら、青少年とその家庭を支援するとと

もに、大分市教育センター内に設置される子ども教育相談セン

ター等の活用も図るなど、相談支援活動をより一層推進する必

要がある。

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

教育

委員会

3.2

e

0.3

10回 10回

4.2

教育

委員会

・人権･同和教育啓発事業

・おおいたふれあい学びの広場

 推進事業

・市民図書館本館運営事業

・豊の都市ひとづくり委員会

・公民館類似施設整備事業

・サテライトキャンパス事業

・大分っ子学習力向上推進事業

・大分っ子基礎学力アップ推進

  事業

・大分っ子体力向上推進事業

・大分っ子体力アップわくわく

  事業

・大分市小中一貫教育推進事業

・幼児教育振興計画推進事業

・小中学校適正配置計画事業

・小中学校校舎等耐震化推進事業

・(仮称)大分市教育センター

  整備事業

・青少年教育事業

・青少年育成事業

・少年自然の家管理運営事業

・スクールソーシャルワーカー

 活用事業

企画

教育

委員会

60%以上

定期健康診断受診率

100.0% 99.7%

b

100%

a

10回

市・県主催の学力検査で全国平均以上の

教科の割合

100%

12

1212

12

15

1515

15

3.1

青少年の健全育成

青少年の健全育成青少年の健全育成

青少年の健全育成

豊

豊豊

豊

か

かか

か

な

なな

な

人

人人

人

間

間間

間

性

性性

性

の

のの

の

創

創創

創

造

造造

造

個

性

豊

か

な

文

化

の

創

造

と

発

信

0.4

0.6

○

○○

○

○

○○

○

ＡＬＴ活用回数(小学校1学級あたり活用回数)

13

1313

13

学校教育の充実

学校教育の充実学校教育の充実

学校教育の充実

社会教育の推進と

社会教育の推進と社会教育の推進と

社会教育の推進と

生涯学習の振興

生涯学習の振興生涯学習の振興

生涯学習の振興

　学校教育においては、基礎的・基本的な知識・技能の修得

や、これらを活用して課題を解決するために必要な思考力、判

断力、表現力などの能力を育むとともに、主体的に学習に取り

組む態度を養う個に応じた教育活動や実情に応じた創意工夫に

よる特色ある学校づくりなどが求められている。平成19年度に

併設型小中一貫教育モデル校の賀来小中学校を開校して研究を

進め、平成23年度からは連携型モデル校を指定するとともに、

市内全小中学校において学校や地域の実情に応じた小中一貫教

育に取り組んできており、義務教育9年間を見通した系統的な教

育の推進が重要である。

　充実した人生を創造する生涯学習社会の実現のため、社会教

育を推進し、生涯学習支援体制を整備するとともに、地域に根

ざした学習活動を通して、心のふれあう家庭・地域作りが求め

られている。今後も、地区公民館等の生涯学習施設のソフト・

ハード面の充実を図るとともに、「あいさつOITA＋1運動」等の

取組により、家庭・地域・学校の連携が必要である。また、地

域コミュニティの拠点である公民館等については、老朽化が進

む施設が多く存在する中、今後、計画的に維持・補修を行って

いく必要がある。また、サテライトキャンパスの利用を充実・

拡大することで、市民の学習会のさらなる充実を図り、その成

果を地域社会にいかし、生涯学習社会の構築につなげていく必

要がある。

2,569,589

2,569,5892,569,589

2,569,589

592,038

1.2

7,763,070

1.2

5.5

738,923

2,144,118

11,436,676

1,225,228

1,225,2281,225,228

1,225,228

7

77

7



※1≪成果指標の達成度≫ 目標値に対する進捗状況に応じて｢a｣～｢e｣の5段階で評価

　a／100%以上、b／80%以上100%未満、ｃ／60%以上80%未満、d／40%以上60%未満、e／40%未満

コード

名 称

（略称）

コード

名 称

（略称）

コード

名 称（略称）

H23決算額

H24決算額

H25予算額

比 率

(事業費)

指 標 名

計 画

(H24年度)

実 績

(H24年度)

達成度

※1

目標値

(H28年度)

評 価

優先度

が高い

施策

今 後 の 施 策 展 開 （考 え 方）

内　部　評　価

基本政策

（部・大事

業）

政　策

（章・中事業）

施　策（節）

部局名

事　業　費 成  果  指  標

主な事業

総合型地域スポーツクラブの総会員数

9,500人 8,887人

b

11,000人

指導者研修会の参加者数

900人 1,046人

a

900人

多世代参加型行事への参加者数

27,000人 30,175人

a

27,000人

総合型地域スポーツクラブの設立数

12クラブ 12クラブ

b

15クラブ

28,629 0.0

多文化理解・多文化共生に関する講座等

の数

15講座 15講座

d

32講座

18,867 0.0

多文化共生、国際交流、国際協力に

関する市民活動団体ネットワーク事業数

6件 5件

c

8件

41,300

41,30041,300

41,300 0.0 姉妹・友好都市間の交流人口

3,000人 1,840人

c

15,000人

(H24～28年度

の累計)

11,144,797 6.1

19,722,186 9.5

11,019,800

11,019,80011,019,800

11,019,800 5.2

02

09

思

い

や

る

豊

か

な

心

と

生

き

が

い

を

は

ぐ

く

む

ま

ち

づ

く

り

（

教

育

・

文

化

の

振

興

）

　健康保持増進に対する意識が高まる中、スポーツ・レクリ

エーションの重要性が再認識され、市民の誰もが身近な所で気

軽にスポーツ・レクリエーションに親しむことができるよう、

多様な活動機会の提供、指導体制の確立、情報提供機能の拡充

などを進めることが求められている。

　今後も、市民の「だれもが、いつでも、どこでも、いつまで

も」気軽にスポーツ活動に取り組める地域主導による総合型地

域スポーツクラブを支援するとともに、様々な広告媒体を活用

し、スポーツイベントや教室などの情報提供に努めることが必

要である。

小　計（H25予算額）

08

ス

ポ

ー

ツ

・

レ

ク

リ

エ

ー

シ

ョ

ン

の

振

興

小　計（H23決算額）

スポーツ・レクリ

スポーツ・レクリスポーツ・レクリ

スポーツ・レクリ

エーションの振興

エーションの振興エーションの振興

エーションの振興

17

1717

17

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

・県民体育大会事業

・大分スポーツフェスタ開催事業

・総合型地域スポーツクラブ事業

・社会体育施設管理運営事業

Ｃ

ＣＣ

Ｃ

施策展開に

おける改善

が必要

0.2

・地球市民・夢アクティブ21

  市民交流サポート事業

・武漢定期交流(公式訪問団交流)

・国際協力啓発月間事業

・ワンストップホームページ

 (国際交流WEB)運用事業

教育

委員会

企画

小　計（H24決算額）

国

際

化

の

推

進

国際化の推進

国際化の推進国際化の推進

国際化の推進

　ヒト、モノ、情報などが地球規模で活発に行き交うグローバ

ル化が進展し、様々な動きが国境を越え、世界との結びつきが

一層強まってきている中、今後も多様な文化とあらゆる国籍の

市民との共生を促進するとともに、姉妹・友好都市との交流を

通じて、おもてなしの心に満ちた国際交流を推進していく必要

がある。また、市内企業の国際化への対応支援では、武漢市と

の友好都市間交流で培った大分市の知名度と信用力を活かし

た、幅広い分野での新たなビジネスチャンスの創出が求められ

る。

16

1616

16

957,068

472,061

472,061472,061

472,061 0.2

0.5

389,376

8

88

8



※1≪成果指標の達成度≫ 目標値に対する進捗状況に応じて｢a｣～｢e｣の5段階で評価

　a／100%以上、b／80%以上100%未満、ｃ／60%以上80%未満、d／40%以上60%未満、e／40%未満

コード

名 称

（略称）

コード

名 称

（略称）

コード

名 称（略称）

H23決算額

H24決算額

H25予算額

比 率

(事業費)

指 標 名

計 画

(H24年度)

実 績

(H24年度)

達成度

※1

目標値

(H28年度)

評 価

優先度

が高い

施策

今 後 の 施 策 展 開 （考 え 方）

内　部　評　価

基本政策

（部・大事

業）

政　策

（章・中事業）

施　策（節）

部局名

事　業　費 成  果  指  標

主な事業

92,628 0.1 自主防災組織結成率

100.0% 99.4%

b

100%

221,795 0.1 公共施設耐震化進ちょく率

75.2% 79.1%

b

93.7%

366,950

366,950366,950

366,950 0.2 防災士認定数

50人 75人

a

70人

(H25年度)

雨水排水ポンプ場設置箇所数市施工

(累積）

6か所 6か所

a

6か所

野津原浸水対策事業進捗率(延長)

296ｍ 296ｍ

a

1,440ｍ

(H17～27年度

の累計)

中島川改良2工区事業

597.4ｍ 597.4ｍ

a

680ｍ

(H15～26年度

の累計)

既成住宅防災工事等助成事業

2件 2件

a

2件

(毎年度)

急傾斜地整備事業(県工事負担分)

※急傾斜地崩壊危険区域

122件 122件

b

152件

764,874 0.4

防火指導等の回数

(各種団体への防火指導等の回数)

1,600回 1,587回

b

6,300回

(H24～28年度

の累計)

888,432 0.4

救命講習受講者数

(一般・普通・上級救命講習受講者数)

13,000人 12,930人

b

70,000人

(H24～28年度

の累計)

1,157,590

1,157,5901,157,590

1,157,590 0.5 応急手当普及員数

563人 523人

c

700人

市道における交通安全施設(歩道)の整備

 2.62km

(H23～24年度

累積)

5.80km

(H23～24年度

累積)

b

15.46km

(H23～28年度

累積)

二豊団地1号線外１路線歩道改良事業

200ｍ 340ｍ

b

500ｍ

(H23～25年度

の累計)

敷戸小学校線外１路線歩道改良事業

160ｍ 200ｍ

b

790ｍ

(H23～26年度

の累計)

交通安全用具配布件数

700件 1,200件

a

700件

交通安全協会主催啓発イベント等への

参加者数

35,000人 32,086人

b

35,000人

(単年度)

交通事故による年間死者数・死傷者数

死者数14人以

下、死傷者数

3,500人以下

死者数11人、

死傷者数

3,497人

a

死者数14人以

下、死傷者数

3,500人以下

03

10

・中央通り線道路改良事業

・中央住吉1・2号線共同溝整備

  事業

・交通安全対策事業

・歩道改良事業

防災･危機管理体制

防災･危機管理体制防災･危機管理体制

防災･危機管理体制

の確立

の確立の確立

の確立

18

1818

18

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

・火災抑制対策事業

・火災予防広報事業

・教育訓練事業

・消防庁舎増築事業

・消防救急無線デジタル化事業

・消防施設整備事業

Ａ

ＡＡ

Ａ

順調に施策

を展開して

いる

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

総務

福祉保健

・同報系防災行政無線

  (J-ALERT関連)整備事業

・防災訓練事業

・防災知識普及啓発事業

・津波対策事業

・情報伝達設備整備事業

・被災者救援物資整備事業

安

心

で

き

る

暮

ら

し

の

確

保

安

心

・

安

全

に

暮

ら

せ

る

ま

ち

づ

く

り

（

防

災

安

全

の

確

保

）

11

防

災

力

の

向

上

19

1919

19

21

2121

21

　地震や台風などの自然災害から市民の生命や財産を守るため

の施策は、重要度・優先度が高い。特に、東日本大震災を教訓

として、市民の減災意識が高まる中で防災体制の強化は大変重

要である。

　今後、南海トラフ地震が想定される中、ハード面の整備に加

え、住民（地域）・行政・防災関係機関が一体となる危機管理

体制の早期構築が必要である。

　台風や集中豪雨等による浸水被害や土砂災害等の防止対策

は、市民の安心・安全の生活に直結するものであるが、多大な

事業費を要することから、重要度・緊急度を見極めながら計画

的に整備を進めていく必要がある。

　災害対応の強化が求められる中、地域防災力の整備・強化が

課題となっており、消防職員の能力向上や市民の自主防災力の

向上等を図っていく必要がある。また、今後は既存施設等の老

朽化に伴う更新など消防力を担保するうえで不可欠なハード整

備が控えており、必然的に経費増大となるが、計画的な消防行

政の運営により経費縮減に努め、消防力の向上を図っていく必

要がある。

20

2020

20

消防・救急体制

消防・救急体制消防・救急体制

消防・救急体制

の強化

の強化の強化

の強化

治山・治水対策

治山・治水対策治山・治水対策

治山・治水対策

の充実

の充実の充実

の充実

交通安全対策の

交通安全対策の交通安全対策の

交通安全対策の

推進

推進推進

推進

　市街地における歩行者や自転車利用者の安全な通行環境を確

保することは不可欠である。

　昭和40年から50年代に開発された団地では、高齢化が進み、

高齢者や障害者が安心して快適に暮らせる生活環境確保のた

め、歩道の拡幅や段差解消等のバリヤフリー化が強く求められ

ており、事業を推進する上で事業費の増大を抑制する効率的な

整備手法の検討が必要である。

　また、高齢者や学童等の交通弱者の安全な歩行空間の確保を

図るため、ドライバーや自転車利用者のマナーアップなど、交

通安全に係る啓発活動を通して、事故抑制に一層取り組むこと

が必要である。

379,486

379,486379,486

379,486

377,378

377,378377,378

377,378

291,251

0.2

409,864

347,468

592,053

0.1

0.2

下水道

土木建築

○

○○

○

○

○○

○

・浸水対策事業

・既成住宅防災工事等助成事業

0.3

0.2

0.2

土木建築

市民

消防局

9

99

9



※1≪成果指標の達成度≫ 目標値に対する進捗状況に応じて｢a｣～｢e｣の5段階で評価

　a／100%以上、b／80%以上100%未満、ｃ／60%以上80%未満、d／40%以上60%未満、e／40%未満

コード

名 称

（略称）

コード

名 称

（略称）

コード

名 称（略称）

H23決算額

H24決算額

H25予算額

比 率

(事業費)

指 標 名

計 画

(H24年度)

実 績

(H24年度)

達成度

※1

目標値

(H28年度)

評 価

優先度

が高い

施策

今 後 の 施 策 展 開 （考 え 方）

内　部　評　価

基本政策

（部・大事

業）

政　策

（章・中事業）

施　策（節）

部局名

事　業　費 成  果  指  標

主な事業

99,183 0.1 自主防犯パトロール活動自治会数 686自治会 528自治会

c

全自治会

03 11

124,226 0.1 防犯灯の設置及び管理灯数

2,600灯 3,167灯

a

2,600灯

114,528

114,528114,528

114,528 0.1

1,714,017 0.9

2,117,757 1.0

2,395,932

2,395,9322,395,932

2,395,932 1.1

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

22

2222

22

小　計（H23決算額）

防犯体制の強化

防犯体制の強化防犯体制の強化

防犯体制の強化

安

心

で

き

る

暮

ら

し

の

確

保

安

心

・

安

全

に

暮

ら

せ

る

ま

ち

づ

く

り

（

防

災

安

全

の

確

保

）

　地域レベルでの防犯機能の向上を図るため、引き続き、自主

防犯パトロール等の活動の促進が必要である。

　また、犯罪を未然防止し、公衆の安全を守る防犯灯の整備に

ついては、省エネルギーや長寿命の性能を備えたＬＥＤ照明灯

を導入する自治会が増えてきており、今後も需要が高まること

が予想されることから積極的に取り組んでいく必要がある。

小　計（H24決算額）

小　計（H25予算額）

・防犯灯補助事業

・暴力絶滅協議会運営事業

・生活安全推進協議会

・犯罪被害者支援事業

市民

10

1010

10



※1≪成果指標の達成度≫ 目標値に対する進捗状況に応じて｢a｣～｢e｣の5段階で評価

　a／100%以上、b／80%以上100%未満、ｃ／60%以上80%未満、d／40%以上60%未満、e／40%未満

コード

名 称

（略称）

コード

名 称

（略称）

コード

名 称（略称）

H23決算額

H24決算額

H25予算額

比 率

(事業費)

指 標 名

計 画

(H24年度)

実 績

(H24年度)

達成度

※1

目標値

(H28年度)

評 価

優先度

が高い

施策

今 後 の 施 策 展 開 （考 え 方）

内　部　評　価

基本政策

（部・大事

業）

政　策

（章・中事業）

施　策（節）

部局名

事　業　費 成  果  指  標

主な事業

環境 自然観察会参加人数

180人 214人

b

900人

(H24～28年度

の累計)

保存木の指定数(累積)

78本 78本

b

90本

｢郷土の緑保全地区｣区域指定面積(累積)

67.6ha 62.9ha

c

90.0ha

活き粋大分街かど空間奨励補助件数(累積)

940件 923件

b

975件

ごみ排出量(一般廃棄物)

154,254t 164,455t

d

146,789t

一日一人当たりの家庭ごみ排出量

※資源物を含まない

444g 545g

e

335g

リサイクル率(一般廃棄物)

23.6% 21.0%

d

40.0%

最終処分率

3.8% 7.1%

d

3.1%

ボランティア清掃団体登録件数(累積)

130団体 183団体

b

210団体

資源物の回収量

23,391t 21,442t

d

40,849t

70,259 0.0 特定建築物水道施設立入調査件数

40件 41件

b

204件

(H23～27年度

の累計)

66,119 0.0 狂犬病予防注射率

67% 64%

b

75%

238,267

238,267238,267

238,267 0.1 動物取扱業登録業者立入調査件数

70件 79件

c

100件

有害大気汚染物質における環境基準

達成率

100% 100%

a

100%

一般地域における騒音環境基準達成率

100% 97.7%

b

100%

悪臭調査環境基準達成率

100% 100.0%

a

100%

水質監視事業環境基準達成率

100% 91.4%

b

100%

排水基準適合事業場数

82事業場 78事業場

b

82事業場

04

人

と

自

然

が

共

生

す

る

ま

ち

づ

く

り

（

環

境

の

保

全

）

環境

0.0

公害の未然防止と

公害の未然防止と公害の未然防止と

公害の未然防止と

環境保全

環境保全環境保全

環境保全

廃棄物の適正処理

廃棄物の適正処理廃棄物の適正処理

廃棄物の適正処理

清潔で安全な住環境

清潔で安全な住環境清潔で安全な住環境

清潔で安全な住環境

の創出

の創出の創出

の創出

2.2

2.3

　清潔で安全な住環境を創出するためには、日常生活における

衛生意識の高揚を図ることが重要である。

　今後も、食品関連施設や生活衛生施設等の衛生を確保し、食

の安全を図るとともに、動物愛護思想、ペットの適切な管理や

飼育マナーについての啓発等を行う必要がある。

　清潔で美しいまちづくりを推進し、快適な生活を送るために

は市民・事業者・行政がそれぞれの立場でお互いに協力し、引

き続き排出されるごみの量の削減や再資源化に努める必要があ

る。また、家庭ごみや事業系ゴミの適正な処理を図るために

は、総合的かつ計画的なゴミ処理行政を推進するなど、環境へ

の負荷の少ない循環型社会の形成に向けた取組が急務となって

いる。

　今後は家庭ごみ有料化へ向けて、市民の理解を得るために分

別・ごみの資源化に関する啓発、ごみステーションの維持管

理、処理施設の改修等、ごみ処理をめぐる環境を整備していく

必要がある。

市民

環境

24

2424

24

26

2626

26

0.1

96,047

0.0

0.0

1.9

豊

か

な

自

然

の

保

全

と

緑

の

創

造

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

都市計画

23

2323

23

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

Ｃ

ＣＣ

Ｃ

施策展開に

おける改善

が必要

Ｃ

ＣＣ

Ｃ

施策展開に

おける改善

が必要

13

・日本一きれいなまちづくり事業

・ポイ捨て防止対策事業

・きれいにしょうえおおいた

　推進事業

・福宗･佐野環境センター等管理

　運営事業

・ごみ収集一般事業

・資源物回収処理事業

・産業廃棄物対策事業

・墓地事業

・納骨堂等複合施設建設事業

・食品衛生監視事業

・検査体制機能強化事業

・大分市郷土の緑保全事業

・おおいた人とみどりの

　ふれあいいち

・緑化啓発事業

　(緑化推進花いっぱい事業)

・活き粋大分街かど空間奨励事業

・名木保存事業

　環境の汚染防止と保全に向けた施策を総合的かつ計画的に推

進するとともに、市民・事業者・行政が一体となって、環境へ

の負荷の少ない社会の構築を目指すため、汚染物質の調査等を

通じて、大気や水環境、騒音などの環境状況の正確な把握に努

めることが必要である。

　今後も、工場・事業場の立入検査等により、規制の徹底と適

切な管理の指導が必要である。

12

25

2525

25

快

適

な

生

活

環

境

の

確

立

豊かな自然の保全と

豊かな自然の保全と豊かな自然の保全と

豊かな自然の保全と

緑の創造

緑の創造緑の創造

緑の創造

　ＮＰＯや住民、企業が行政と連携しながら、河川の浄化や緑

の創造など様々な取組を行ってきた結果、自然環境の改善が図

られつつある。

　今後も、自然の持つ役割を十分に認識するなかで、自然の生

態系の維持・保全や緑の創出など、豊かな自然を次の世代に継

承する施策を展開するとともに、自然保護意識の啓発を行うな

ど、市民・事業者・行政が協働して取組を推進することが重要

である。

福祉保健

環境

23,050

21,084

0.0

4,832,395

4,832,3954,832,395

4,832,395

103,514

103,514103,514

103,514

94,060

0.0

4,627,574

3,517,613

26,137

26,13726,137

26,137

○

○○

○

・大気･騒音･水質等監視測定業務

・アスベスト調査

・水質等分析事業

11

1111

11



※1≪成果指標の達成度≫ 目標値に対する進捗状況に応じて｢a｣～｢e｣の5段階で評価

　a／100%以上、b／80%以上100%未満、ｃ／60%以上80%未満、d／40%以上60%未満、e／40%未満

コード

名 称

（略称）

コード

名 称

（略称）

コード

名 称（略称）

H23決算額

H24決算額

H25予算額

比 率

(事業費)

指 標 名

計 画

(H24年度)

実 績

(H24年度)

達成度

※1

目標値

(H28年度)

評 価

優先度

が高い

施策

今 後 の 施 策 展 開 （考 え 方）

内　部　評　価

基本政策

（部・大事

業）

政　策

（章・中事業）

施　策（節）

部局名

事　業　費 成  果  指  標

主な事業

19,534 0.0 環境展参加人数

3,000人 3,000人

c

15,000人

(H24～28年度

の累積)

80,866 0.0 市民会議の開催回数

4回 4回

a

4回

81,226

81,22681,226

81,226 0.0 環境保全活動団体登録数

30団体 32団体

b

37団体

（H25年度）

3,722,550 2.0

4,893,656 2.4

5,281,539

5,281,5395,281,539

5,281,539 2.5

04
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と
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が
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（
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境

の

保

全

）

小　計（H25予算額）

27

2727

27

地球環境問題への

地球環境問題への地球環境問題への

地球環境問題への

取組

取組取組

取組

13

快

適

な

生

活

環

境

の

確

立

小　計（H23決算額）

小　計（H24決算額）

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

　かけがえのない地球環境を次世代に継承していくためには、

市民一人ひとりが「地球環境問題を自らが解決すべき課題」と

捉える必要がある。そのためには、環境に配慮した具体的な行

動を展開していけるよう、省資源・省エネルギーを意識したラ

イフスタイルや事業活動の見直しを促進するとともに、太陽光

発電等のクリーンな新エネルギーへの理解を深め、導入促進を

図る啓発が重要である。今後も、再生可能エネルギーの普及・

拡大により温室効果ガス排出量の削減を図るなど、全市をあげ

て地球環境保全の取組を強化する必要がる。

・太陽光発電設備設置補助事業

・環境にやさしい自動車導入

　促進事業

・地球温暖化対策推進事業

・大分市環境展実施事業

・地球環境保全に関する啓発事業

○

○○

○

環境

12

1212

12



※1≪成果指標の達成度≫ 目標値に対する進捗状況に応じて｢a｣～｢e｣の5段階で評価

　a／100%以上、b／80%以上100%未満、ｃ／60%以上80%未満、d／40%以上60%未満、e／40%未満

コード

名 称

（略称）

コード

名 称

（略称）

コード

名 称（略称）

H23決算額

H24決算額

H25予算額

比 率

(事業費)

指 標 名

計 画

(H24年度)

実 績

(H24年度)

達成度

※1

目標値

(H28年度)

評 価

優先度

が高い

施策

今 後 の 施 策 展 開 （考 え 方）

内　部　評　価

基本政策

（部・大事

業）

政　策

（章・中事業）

施　策（節）

部局名

事　業　費 成  果  指  標

主な事業

3,771,558 2.1 大分市主催の産･学･官交流活動数(累積)

30事業 31事業

c

48事業

3,447,887 1.7 産業活性化プラザでの講座等の参加者数

1,300人 990人

d

1,700人

3,617,872

3,617,8723,617,872

3,617,872 1.7 武漢市での経済交流支援企業数(累積)

215社 219社

c

335社

(H15～28年度

の累計)

760,778 0.4 認定農業者数(累積)

170人 163人

b

180人

796,455 0.4 農産物認証制度取得農業者数(累積)

150人 153人

c

200人

942,007

942,007942,007

942,007 0.4

農業

委員会

農地流動化面積(累積)

577ha 588ha

b

660ha

132,661 0.1 年間間伐面積

250ha 106ha

d

250ha

131,417 0.1 林道の舗装延長(累積)

99,800m 99,918m

a

99,900m

205,758

205,758205,758

205,758 0.1 乾椎茸生産量・額

52t

234,000

千円

50.4ｔ

161,179

千円

c

55ｔ

247,500

千円

204,189 0.1

魚礁設置量(累積)

※空㎡(くうりゅうべい):漁礁の体積を表す単位

56,088空㎥ 56,088空㎥

b

63,800空㎥

244,148 0.1

水産物流通加工支援による商品化品目数

(累積)

14品目 14品目

b

16品目

302,665

302,665302,665

302,665 0.1

05
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興

）

29

2929

29

・漁村再生事業(漁礁設置)

・種苗放流事業

・漁港海岸保全施設整備事業

・港整備交付金事業(小黒漁港)

商工農政

　多様化する消費者ニーズや流通の変化に対応した魅力あふれ

る農畜産物の生産を推進していくためには、地域の特性を最大

限に活かした競争力と持続性のある農業振興が求められてい

る。

　今後も、銘柄産地の育成や地産地消など、地域の特性を活か

した生産供給体制の整備を図るとともに、都市と農村の交流の

促進による農村の活性化や豊かな自然環境を保全する取組等を

支援し、農業の持つ多面的機能の維持・保全を図る必要があ

る。

商工農政

・｢おおいたの幸｣ブランド化

　支援事業

・農業参入企業推進事業

・園芸振興総合対策事業

・地産地消推進事業

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

　大手企業と中小企業が生産活動を活発化し、新たな雇用や活

力を生み出していくには、企業誘致の推進やベンチャー企業を

含めた新たな産業の企業支援、産・学・官の連携など、高度技

術に立脚した産業集積をさらに進める必要がある。また、中小

企業における技術や経営などの高度化、効率化の促進など、中

小企業の競争力の強化を図ることが重要である。今後とも、地

域経済の活性化や就労の場の創出に繋がる企業立地の促進に努

めるとともに、融資制度の充実による中小企業の経営基盤の強

化など、企業をサポートしていく必要がある。

・企業立地推進事業

・ホルトホール大分運営事業

　（産業活性化プラザ）

・金融対策事業

・人材育成事業

・友好都市間交流ビジネス

　チャンス創出事業

・大分産学交流サロン事業

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

Ｃ

ＣＣ

Ｃ

施策展開に

おける改善

が必要

　森林が有する資源や多面的機能が維持・発揮できるよう計画

的な森林の整備・保全を図っていくとともに、林業経営の安定

化を図るため、生産基盤や供給体制の整備を行っていく必要が

ある。そのためには、共有林や地元に所有者のいない森林の適

正な管理など、計画的な造林・育林事業を促進するとともに、

消費者ニーズに即した県産材の安定供給体制の整備や木造住宅

の建設等に取り組んでいく必要がある。

　豊かな水産資源を守り、良好な漁業環境を確保していくため

には、計画的・効率的に漁港・魚場等の基盤整備を図る必要が

ある。また、市民が安心して消費できる水産物の安定供給が求

められていることから、各種イベントの開催等により、地場水

産物のPRや魚食の普及に努める必要がある。

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している
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31

3131

31

28

2828

28

林業の振興

林業の振興林業の振興

林業の振興30

3030

30

工業の振興と地域

工業の振興と地域工業の振興と地域

工業の振興と地域

産業の活性化

産業の活性化産業の活性化

産業の活性化

水産業の振興

水産業の振興水産業の振興

水産業の振興

農業の振興

農業の振興農業の振興

農業の振興

・公有林整備事業

・有害鳥獣対策事業

・林道開設事業

・伐採総合対策事業

・猪被害防護柵設置事業

商工農政

商工農政

13

1313

13



※1≪成果指標の達成度≫ 目標値に対する進捗状況に応じて｢a｣～｢e｣の5段階で評価

　a／100%以上、b／80%以上100%未満、ｃ／60%以上80%未満、d／40%以上60%未満、e／40%未満

コード

名 称

（略称）

コード

名 称

（略称）

コード

名 称（略称）

H23決算額

H24決算額

H25予算額

比 率

(事業費)

指 標 名

計 画

(H24年度)

実 績

(H24年度)

達成度

※1

目標値

(H28年度)

評 価

優先度

が高い

施策

今 後 の 施 策 展 開 （考 え 方）

内　部　評　価

基本政策

（部・大事

業）

政　策

（章・中事業）

施　策（節）

部局名

事　業　費 成  果  指  標

主な事業

小売商業の年間商品販売額

5,326億円

(H19年調査)

5,326億円

(H19年調査)

b

5,486億円

｢まちなか出店サポートセンター事業｣

相談件数

350件 357件

a

350件

公設地方卸売市場における取扱金額

(青果部)

158億円 148億円

b

160億円

公設地方卸売市場における取扱金額

(水産物部)

88億円 81億円

b

90億円

大分港大在ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙの取扱実入りｺﾝﾃﾅ数

※TEU:20フィートコンテナに換算した個数単位

21,553TEU 24,695TEU

b

27,792TEU

349,562 0.2 宿泊者数
800,000人 708,889人

c

900,000人

388,593 0.2 観光客数

380万人 359万人

b

430万人

446,362

446,362446,362

446,362 0.2 高崎山入園者数
280,000人 275,628人

b

300,000人

244,331 0.1

(公社)大分市シルバー人材センター

契約金額

440百万円 457百万円

b

480百万円

163,029 0.1

(一財)おおいた勤労者サービスセンター

会員数

13,000人 13,841人

b

15,000人

169,293

169,293169,293

169,293 0.1

5,870,891 3.2

5,551,307 2.7

6,142,647

6,142,6476,142,647

6,142,647 2.9

05

商工農政

福祉保健

商工農政

0.2

379,778 0.2

17
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小　計（H23決算額）

37

3737

37

安定した雇用の

安定した雇用の安定した雇用の

安定した雇用の

確保と勤労者福祉

確保と勤労者福祉確保と勤労者福祉

確保と勤労者福祉

の充実

の充実の充実

の充実

小　計（H24決算額）

小売商業の振興

小売商業の振興小売商業の振興

小売商業の振興

卸売商業の振興

卸売商業の振興卸売商業の振興

卸売商業の振興

流通拠点の充実

流通拠点の充実流通拠点の充実

流通拠点の充実

サービス業の振興

サービス業の振興サービス業の振興

サービス業の振興

魅力ある観光の振興

魅力ある観光の振興魅力ある観光の振興

魅力ある観光の振興
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小　計（H25予算額）
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Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

　近年、消費者動向が大型店やコンビニエンスストア、イン

ターネットなど多様化してきており、小売商業を取り巻く環境

は非常に厳しく、特色ある商店や魅力ある商店街づくりが求め

られている。特に、平成27年4月には大分駅ビルがオープンし、

様々なニーズを持つ来街者を惹きつけている。

　今後は、互いに集客の相乗効果が期待できるよう魅力ある商

店や商店街づくりに向けた取組が喫緊の課題となっており、併

せて人材の育成支援や情報提供・相談対応、融資制度の充実な

どの取組も必要である。また、卸売商業の体質改善や経営の安

定化を図るため、卸売機能の高度化や経営基盤の強化を促進す

るとともに、流通拠点である公設地方卸売市場や大分港大在コ

ンテナターミナル、大分流通業務団地の機能の向上、活用促

進・連携強化が必要である。

　サービス業の振興においては、サービス業の多くが個人経

営、零細企業であることから、経営診断や経営相談、融資制度

の充実など、経営基盤の強化や起業に対する支援を図る必要が

ある。

　主要観光施設入場者や宿泊客数の減少については、長引く景

気低迷や円高による影響もあるが、何よりも大分市の魅力を十

分に伝えきれていないことが課題である。

　今後は、市民・事業者・関係機関等との連携・協働を図る中

で、本市の魅力を市内外に発信する観光拠点の整備に努めると

ともに、本市の多彩な観光資源の魅力向上や観光拠点としての

機能の向上を図ることが重要である。

　雇用情勢は依然厳しい状況にあり、雇用のミスマッチや早期

離退職など若者が抱える就労問題への積極的な取組とともに、

団塊世代など中高年の能力を活用する場の創出が求められてい

る。今後も、就労に関する相談体制の充実など就労支援に努め

るとともに、関係機関と連携し、労働災害や職業病の未然防

止、また仕事と子育てを両立できる環境づくりなど労働環境の

整備充実を図る必要がある。

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

○

○○

○

○

○○

○

407,812 0.2

458,690

458,690458,690

458,690

・商業振興事業

・商都復活支援事業

・大分七夕まつり補助金

・大分港大在コンテナターミナル

　活用促進事業

・大分市公設地方卸売市場

　管理運営事業

・シルバー人材センター補助金

・若年者職業意識向上事業

・若者就労支援(勤労青少年事業)

・おもてなしのまち推進事業

　（情報発信事業）

・着地型観光を活用した商品販売

　促進事業

・大分ブランドプロモーション

　戦略事業

・大友プロモーション事業

・高崎山自然動物園管理運営事業

商工農政

14

1414

14



※1≪成果指標の達成度≫ 目標値に対する進捗状況に応じて｢a｣～｢e｣の5段階で評価

　a／100%以上、b／80%以上100%未満、ｃ／60%以上80%未満、d／40%以上60%未満、e／40%未満

コード

名 称

（略称）

コード

名 称

（略称）

コード

名 称（略称）

H23決算額

H24決算額

H25予算額

比 率

(事業費)

指 標 名

計 画

(H24年度)

実 績

(H24年度)

達成度

※1

目標値

(H28年度)

評 価

優先度

が高い

施策

今 後 の 施 策 展 開 （考 え 方）

内　部　評　価

基本政策

（部・大事

業）

政　策

（章・中事業）

施　策（節）

部局名

事　業　費 成  果  指  標

主な事業

幅員４ｍ以上となった市道の延長(累積)

1,766km 1,769km

b

1,800km

市内における電線類の地中化延長(累積)

38.01km 38.32km

b

44.94km

土地区画整理事業施行済箇所(累積)

20か所 20か所

b

22か所

土地区画整理事業施行済面積(累積)

2,169ha 2,169ha

b

2,300ha

市内における電線類の地中化延長(累積)

38.08km 36.38km

b

44.94km

大分駅南区画整理事業進捗率

92.3% 93.7%

b

100%

370,443 0.2 普 及 率

98.2% 98.2%

b

98.2%

515,489 0.2

有 効 率

※有効率＝年間有効水量÷年間配水量×100(%)

92.6% 92.6%

b

95.0%

696,810

696,810696,810

696,810 0.3

管路の耐震化率

※管路／導水管路、送水管路及び配水管路の総称

10.0% 10.0%

c

13.3%

21,527,956 11.8 汚水処理人口普及率

58.9% 59.1%

b

61.9%

(H29年度)

21,053,477 10.1 水 洗 化 率

89.3% 89.2%

b

91.7%

(H29年度)

20,869,254

20,869,25420,869,254

20,869,254 9.9 合併浄化槽補助基数(累積) 320基 290基

e

1,350基

(H22～26年

度の累積)

130,421 0.1 市管理河川改修延長(累積)

33,959m 33,959m

b

35,520m

(H28年度まで

の累積)

125,649 0.1 河川敷の有効活用箇所数(累積)

20か所 20か所

a

20か所

214,033

214,033214,033

214,033 0.1

40

4040

40
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06

4.2

4.1

4.4

・大分川ダム対策事業

・水道水源開発施設整備事業

企画

環境

0.71,192,343

快

適

な

都

市

構

造

の

形

成

土木建築7,672,056

8,435,147

9,286,661

9,286,6619,286,661

9,286,661

都市計画

38

3838

38

39

3939

39 交通体系の確立

交通体系の確立交通体系の確立

交通体系の確立

計画的な市街地

計画的な市街地計画的な市街地

計画的な市街地

の整備

の整備の整備

の整備

18

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

Ｃ

ＣＣ

Ｃ

施策展開に

おける改善

が必要

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

水道の整備

水道の整備水道の整備

水道の整備

　大分川ダム事業については、快適で安定した生活を支えるラ

イフラインとして、安全で良質な水の安定供給や自然災害等の

治水・利水対策の根幹となるものであり、周辺整備など計画の

中身を具体化するための取組みを進めていく必要がある。

　また、水道事業においては、埋設された老朽管の取替えな

ど、漏水防止対策を強化する必要がある。

　平成25年4月1日の下水道使用料を改定では、汚水処理のため

の費用として、維持管理費の100パーセントと資本費の85パーセ

ントを下水道使用料で賄えるようにするため、13パーセントの

引き上げを行ったが、今後も使用料収入の大幅な増加が見込め

ない中で、整備後40年を経過する老朽施設が増え、既存施設の

改築・更新に多大な費用を要することから、水洗化率や収納率

の向上はもとより、支出面で効率的な投資に努めるとともに維

持管理経費を縮減し、経営基盤の更なる強化を図る必要があ

る。

42

4242

42 河川の整備

河川の整備河川の整備

河川の整備

下水道の整備

下水道の整備下水道の整備

下水道の整備41

4141

41

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

・負担金･使用料賦課徴収事業

・管渠建設事業

・処理場管理事業

・処理場建設事業

土木建築

都市計画

・中心市街地活性化事業

・大分駅南区画整理事業

・都心南北軸整備事業

・滝尾中部地区住環境整備事業

・浜町･芦崎･新川地区住環境

　整備事業

・街路事業

・道路新設改良事業

　県都・中核市としてふさわしい都市構造の構築に向け、多様

な都市機能が集積した風格ある広域都心と自然や歴史など地域

の特性をいかした魅力ある拠点の形成を図るとともに、それら

をつなぐ道路網の整備を積極的に進め、総合的かつ計画的な都

市の骨格形成を図る必要がある。

　大分駅周辺総合整備関連事業については、市街地の交通渋滞

の解消や広域都心の形成など100年に一度の大事業であり、重要

度が非常に高いことから、本施策を重点施策として推進してい

かなければならない。

　また、国において防災・安全交付金が創設されるなど、東日

本震災以降に安心・安全のまちづくりの必要性が増しており、

市内４ヵ所で行っている住環境整備事業も引き続き推進しなけ

ればならない。

土木建築

・河川維持改良事業

・河川災害復旧事業

・港湾関係県事業負担金

　快適な都市構造の形成を図るためには、国・県・交通事業者

等の関係機関と連携し、公共交通機関の利便性向上や交通手段

の最適な組合せへの転換を図ることが重要である。

　また、橋梁等を含めた市道の維持管理は、安心・安全な交通

体系の確立を図るうえで不可欠であり、市道の早期修繕による

維持管理コストの削減や、橋梁長寿命化修繕計画に基づく点

検・修繕により事業費の平準化やコスト削減を図る必要があ

る。併せて、大分駅周辺総合整備や都心南北軸整備に伴い、交

通結節機能を強化するための公共交通環境の整備や、放置自転

車対策としての駐輪場整備など、安全で利便性の高い交通体系

の整備が必要である。

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

　河川の清掃など、地域住民による環境美化活動を促進するこ

とは管理経費の縮減はもとより、住民意識の高揚を図る観点か

らも効果的である。

　また、港湾関係事業（県工事負担金）については、大分港が

重点港湾として選定されたことから、西大分港の耐震化工事等

による事業費の拡大が予想されるが、高潮等による水害の防御

や被害軽減のため港湾周辺環境整備の必要性は高い。

・市道管理事業

・道路維持事業

・橋梁長寿命化事業

・ふれあい交通運行事業

・自転車道路整備事業

　（中心市街地）

・生活交通路線運行維持支援事業

下水道

1,062,246

1,062,2461,062,246

1,062,246 0.5

0.5979,363

129橋

(H23～32年度

の累積)

3,900台

橋梁修繕箇所数(橋梁長寿命化事業)

15橋 18橋

e

市が設置する中心市街地における駐輪場

の収容台数(累計)

3,900台 3,814台

b

15,000人

(H25年度)

11か所

ふれあい交通利用者数

13,000人 10,509人

c

交通渋滞解消・緩和箇所(累積)

5か所 5か所

d

○

○○

○

○

○○

○

15

1515

15



※1≪成果指標の達成度≫ 目標値に対する進捗状況に応じて｢a｣～｢e｣の5段階で評価

　a／100%以上、b／80%以上100%未満、ｃ／60%以上80%未満、d／40%以上60%未満、e／40%未満

コード

名 称

（略称）

コード

名 称

（略称）

コード

名 称（略称）

H23決算額

H24決算額

H25予算額

比 率

(事業費)

指 標 名

計 画

(H24年度)

実 績

(H24年度)

達成度

※1

目標値

(H28年度)

評 価

優先度

が高い

施策

今 後 の 施 策 展 開 （考 え 方）

内　部　評　価

基本政策

（部・大事

業）

政　策

（章・中事業）

施　策（節）

部局名

事　業　費 成  果  指  標

主な事業

住宅の耐震化率

83.2% 81.6%

b

91.7%

特定建築物の耐震化率

87.0% 87.9%

b

90.7%

特定優良賃貸住宅供給促進事業入居率

100.0% 86.0%

b

100%

住居表示整備実施済面積

34.13k㎡ 34.15k㎡

c

53.72k㎡

市民１人当たりの公園・緑地面積

14.67㎡ 14.89㎡

b

17.00㎡

市内の公園・緑地数(累積)

704か所 712か所

b

835か所

公園愛護会の結成数(累積)

387団体 387団体

b

396団体

区画整理内街区公園整備箇所(累積)

50か所 50か所

b

59か所

943,229 0.5 ＩＴ講習会受講者数(累積)

23,000人 37,425人

b

45,000人

859,268 0.4 市民ポータルサイトの登録件数(累積)

259件 259件

c

340件

949,961

949,961949,961

949,961 0.5

0 0.0

0 0.0

0

00

0 0.0

33,718,634 18.4

34,318,252 16.5

35,083,446

35,083,44635,083,446

35,083,446 16.6

H23決算額

182,804,381

100.00

H24決算額

207,704,654

100.00

H25予算額

211,099,194

211,099,194211,099,194

211,099,194

100.00

1,007,550

1,003,820

1,154,971

1,154,9711,154,971

1,154,971

公園・緑地の保全

公園・緑地の保全公園・緑地の保全

公園・緑地の保全

と活用

と活用と活用

と活用

0.6

0.5

0.5

小　計（H24決算額）

44

4444

44

小　計（H23決算額）

地域情報化の推進

地域情報化の推進地域情報化の推進

地域情報化の推進45

4545

45

46

4646

46

0.6

小　計（H25予算額）
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安全で快適な住宅

安全で快適な住宅安全で快適な住宅

安全で快適な住宅

の整備

の整備の整備

の整備

安
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し

た

生

活

基

盤

の

整

備

都

市

を

支

え

る

機

能

の

充

実

エネルギーの確保

エネルギーの確保エネルギーの確保

エネルギーの確保

・新エネルギー導入の啓発

・公有財産の屋根貸し等による

　太陽光発電事業

・省エネルギー意識の啓発

06

20

0.5

1,346,039

849,510

849,510849,510

849,510 0.4

　市民生活や産業、経済活動を支えるため、エネルギーの安定

供給体制の充実を図るとともに、災害時等の非常時における円

滑な供給体制の構築を促進する必要がある。

　今後も、環境保全やエネルギーの有効利用を図るための啓発

活動、省エネルギーに対応した機器等の更なる利用促進に取り

組む必要がある。

・地域情報化推進事業

・システム開発(変更)事業

・統合型GIS(地理情報システム)

　機器更新事業

320件

(H29年度)

c

都市計画

企画

公共施設に導入した新エネルギー設備の

件数(累積)

43

4343

43

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

240件 222件

土木建築

都市計画

市民

企画

874,636

・老朽危険空き家除却促進事業

・市営住宅維持管理業務

・住宅建設事業

・木造住宅耐震化促進事業

・住居表示整備事業

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

　地域情報化の推進については、価値ある情報をいかに地域経

済の振興や市民活動の活性化などにつなげていくかが問われて

おり、情報のシステム化やネットワーク化をさらに進める必要

がある。

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

Ｂ

ＢＢ

Ｂ

概ね順調に

施策を展開

している

　安全で快適な居住環境の整備が求められる中、地震時におけ

る木造住宅の倒壊被害を最小限にするため、旧耐震基準により

建築された木造住宅の耐震診断や改修を推進する必要がある。

　また、一定規模以上の特定既存不適格建築物の耐震化を推進

し更なる防災・減災に向けた施策の展開を図る必要がある。

　市営住宅管理業務については、引き続き、指定管理者制度に

よる経費の縮減を図るとともに、「大分市公営住宅等長寿命化

計画」に基づき、住宅の建替えやストック総合改善事業を計画

的に実施していく必要がある。

　公園や緑地の整備にあたっては、近隣住民をはじめ市民意見

を十分に取り入れるとともに、市民と協働で取り組む公園愛護

会により整備後の維持管理についても維持管理してもらうこと

が重要である。

　また、既存公園の老朽化等に伴い、維持管理経費が増大して

いく中で、効率的な維持管理を図っていくためには、地域住民

やボランティア団体等との連携による美化活動等の取組が効果

的であることから、今後も公園愛護会事業を積極的に推進して

いく必要がある。

・都市公園整備事業

・公園管理事業

・みんなの森づくり事業

合　　　　計

合　　　　計合　　　　計

合　　　　計
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1616

16


